
鈴鹿市外部公益通報に関する要領

（趣旨）
第１条　この要領は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」という。）の規定に基づき、外部公益通報に関し必要な事項を定める。
（定義）
第２条　この要領において、「通報対象事実」とは、次に掲げる事実をいう。
(１)　法第２条第３項に規定する通報対象事実
(２)　前号に掲げるもののほか、法令（条例、規則等を含む。以下同じ。）に違反する行為に関する事実
２　この要領において、「外部の労働者等」とは、次に掲げる者をいう。
(１)　通報対象事実に関係する事業者（市を除く。）（以下「事業者」という。）に雇用されている労働者、事業者を派遣先とする派遣労働者及び事業者の取引先の労働者
(２)　通報の日前１年以内に前号に規定する者であった者
(３)　事業者の役員
(４)　前３号に掲げるもののほか、事業者の法令の遵守を確保する上で必要と認められる者
３　この要領において、「外部公益通報」とは、外部の労働者等が、次に掲げる場合において、市の機関が処分又は勧告等（以下「処分等」という。）をする権限を有するものに関し通報対象事実が生じ、又は正に生じようとしている旨を市の機関に通報することをいう。ただし、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的で行う通報を除く。
(１)　通報対象事実が生じ、又は正に生じようとしていると信じるに足りる相当の理由がある場合
(２)　通報対象事実が生じ、又は正に生じようとしていると思料し、かつ、法第３条第１項第２号イからニまでに掲げる事項を記載した書面を提出する場合
４　この要領において、「通報者」とは、外部公益通報を行った外部の労働者等をいう。
５　この要領において、「所管課」とは、通報対象事実に関する事務を所管する課等をいう。
（統括通報責任者）
第３条　次に掲げる事務を統括するため、統括通報責任者を置き、総務部長をもって充てる。
(１)　外部公益通報制度に関する規程の整備に関する事務
(２)　外部公益通報制度の周知に関する事務
(３)　外部公益通報に関する事務の進捗等の管理に関する事務
(４)　前３号に掲げるもののほか、外部公益通報への適切な対応の確保に関する事務
（通報窓口）
[bookmark: _Hlk240275934]第４条　外部公益通報を受け付ける窓口（以下「通報窓口」という。）を総務部総務課に置く。
２　通報窓口は、統括通報責任者を補佐する。
３　通報窓口は、第１項の規定により外部公益通報を受け付けたときは、通報者に対し当該外部公益通報への対応に必要な事項を確認し、外部公益通報受付書（第１号様式）に記録する。
４　第１項の規定にかかわらず、外部公益通報を行おうとする者は、直接、所管課に対し外部公益通報を行うことができる。この場合において、所管課は、外部公益通報を受け付けし、当該外部公益通報への対応に必要な事項を前項の受付書に記録する。
（通報の報告等）
第５条　通報窓口は、外部公益通報を受け付けたときは、統括通報責任者に報告し、所管課に取り次ぐ。
（通報の受理）
第６条　所管課は、第４条第４項後段の規定により受け付けた場合、又は前条の規定により取次ぎを受けた場合において、外部公益通報を受理するときは外部公益通報受理通知書（第２号様式）により、受理しないときは外部公益通報不受理通知書（第３号様式）により、遅滞なく通報者に通知する。
２　所管課は、前項の規定により受理しない場合において、市の機関が処分等をする権限を有しないときは、当該権限を有する他の行政機関を通報者に教示する。
（調査）
第７条　所管課は、前条第１項の規定により受理したときは、速やかに調査を開始する。
２　所管課は、外部公益通報に関する秘密を保持するとともに、通報者の個人情報を保護するため、事業者に通報者が特定されないよう十分に配慮し、必要かつ相当と認められる方法により調査を行う。
３　所管課は、調査を終えたときは、速やかに調査の結果を取りまとめ、外部公益通報調査結果通知書（第４号様式）により遅滞なく通報者に通知する。ただし、通報者が通知を希望しない場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。
４　所管課は、調査を開始した後に市の機関が処分等をする権限を有しないことが判明した場合は、当該権限を有する他の行政機関を通報者に教示する。
（措置）
第８条　所管課は、前条第１項及び第２項の調査の結果、通報対象事実があると認めるときは、法令に基づく措置その他適切な措置を講じるとともに、外部公益通報措置通知書（第５号様式）により遅滞なく通報者に通知する。ただし、通報者が通知を希望しない場合その他やむを得ない理由がある場合は、この限りでない。
（合議）
第９条　第４条第４項後段の規定による受付、第６条第１項の規定による受理、第７条第１項及び第２項の規定による調査並びに前条の規定による措置に関する事項については、統括通報責任者及び通報窓口に合議する。
（秘密保持及び個人情報保護の徹底）
第１０条　外部公益通報への対応に関する事務に従事する者（以下「職員」という。）は、外部公益通報に関する秘密保持及び個人情報保護の徹底を図るため、外部公益通報への対応に関する事務において、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
(１)　その職務上知り得た秘密を漏らしてはならないこと。
(２)　情報を共有する範囲及び共有する情報の範囲を必要最小限に限定すること。
(３)　通報者を特定させる情報については、調査の対象となる事業者及びその関係者に開示しないこと（外部公益通報への対応を適切に行う上で真に必要な最小限の情報について、次号に規定する同意を取得して開示する場合を除く。）。
(４)　通報者を特定させる情報について、当該情報を共有すべき範囲外に開示する場合には、あらかじめ通報者の書面、電子メール等による明示の同意を取得すること。
(５)　前号に規定する同意を取得する際には、開示する目的及び情報の範囲並びに当該情報を開示することによって生じ得る不利益について、通報者に明確に説明すること。
（利益相反関係の排除）
第１１条　職員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、外部公益通報への対応に関する事務に関与してはならない。
(１)　通報対象事実の発覚又は調査の結果により実質的に不利益を受ける者
(２)　通報者又は被通報者と配偶者、４親等内の親族又は同居の親族の関係にある者
(３)　公正な調査又は措置の検討若しくは実施を阻害し得る者
（運用状況の公表）
第１２条　統括通報責任者は、外部公益通報の件数、主な内容について、毎年度公表する。
（補則）
第１３条　この要領に定めるもののほか、外部公益通報に関し必要な事項は、別に定める。
附　則
この要領は、令和８年１１月１日から施行する。

第１号様式（第４条関係）

外部公益通報受付書

	通報受付日
	　　　　　年　　　月　　　日
	匿名希望
	□　有　□　無

	通報の方法
	電話・電子メール・郵送・窓口・その他（　　　　　　　　）

	通報者
	氏名
	

	
	住所
	〒

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	通報者
の区分
	□　社　員　（部署　　　　　　　　　　　　役職　　　　　　　　　）
□　派遣労働者（派遣先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□　取引先　（取引関係社名　　　　　　　　部署　　　　　　　　　）
□　パート・アルバイト　□退職者（退職日　　　年　　　月　　　日）
□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	通報内容
	違反者
	

	
	該当する法令名等
	

	
	法令違反の内容
	※日時、場所、目的、原因、違反内容等を確認

	
	証拠書類
	□　有（　　　　　　　　　　　　　　）　□　無

	進捗の連絡
	□　希望する　□　希望しない

	連絡方法
	□　電話　□　電子メール　□　郵送　□　その他（　　　　　　　　）

	留意事項
	


第２号様式（第６条関係）

年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

鈴鹿市長　　　　　　　

　外部公益通報受理通知書

　　年　　月　　日に受け付けしました外部公益通報について、受理しましたので、鈴鹿市外部公益通報に関する要領第６条第１項の規定により通知します。
なお、調査の結果については、改めて通知します。


第３号様式（第６条関係）

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

鈴鹿市長　　　　　　　

　外部公益通報不受理通知書

　　年　　月　　日に受け付けました外部公益通報について、次の理由により受理しませんので、鈴鹿市外部公益通報に関する要領第６条第１項の規定により通知します。

受理しない理由


[bookmark: _Hlk240039703]第４号様式（第７条関係）

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

鈴鹿市長　　　　　　　

　外部公益通報調査結果通知書

　　年　　月　　日付けで受理しました外部公益通報について、鈴鹿市外部公益通報に関する要領第７条第３項の規定により、次のとおり調査の結果を通知します。
	通報の内容
	

	調査の内容
	

	調査の結果
	

	備考
	





第５号様式（第８条関係）

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

鈴鹿市長　　　　　　　

　外部公益通報措置通知書

　　年　　月　　日付けで受理しました外部公益通報について、次のとおり措置を講じましたので、鈴鹿市外部公益通報に関する要領第８条の規定により、通知します。
	通報の内容
	

	措置の内容
	

	備考
	




